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   監査結果に基づき市長が講じた措置の公表 

 令和３年５月２８日付け監査第３５号の監査結果に基づき市長が講じた措置について

通知を受けたので、地方自治法第１９９条第１４項の規定により、当該通知に係る事項

を次のとおり公表する。 

№ 指 摘 等 の 内 容 措 置 状 況 

１ 物件単価契約（燃せるごみ用指定ごみ

袋）を締結する際に、小田原市契約規則第

２９条第３号の規定により、契約者が過去

５年間に国、市または他の地方公共団体と

種類及び規模を同じくする契約を締結し、

その契約を誠実に履行したものについて、

契約を履行しないこととなるおそれがな

いと認められるとして、契約保証金を免除

しているが、当該契約の予定価格を大きく

下回る金額（予定金額の３８％）の契約書

の写しを根拠としていた。 

実績により契約保証金を免除する場合、

種類及び規模をほぼ同じくする契約を履

行した実績があり、契約を履行しないこと

となるおそれがないことを確認する必要

がある。（環境政策課） 

 当該契約については、指摘のあった時

点でおおむね履行が完了していた。 

 また、現在契約で履行が完了していな

い契約のうち、実績により契約保証金を

免除した契約について、種類及び規模を

同じくする実績かどうかの確認を実施

した。 

 今後の契約執行の際には、上記確認作

業を徹底することとした。 

２ 小田原市財産規則第４３条の規定によ  指摘のあった備品については、物品返



り、所管課は、物品を使用する必要がなく

なった場合又は使用することができなく

なった場合は、物品返納票を添付し、管財

課へ返納することとされている。 

しかしながら、使用する必要がなくなっ

た物品（４０，１７６円×４台）を物品の

分類上備品であるとの認識がなく返納せ

ずに捨ててしまった事例が見受けられた。

備品は適正に管理する必要がある。 

（環境政策課） 

納票を管財課へ提出した。 

 このほかの備品について、備品台帳及

び現状の確認を行い、相違の無いように

台帳を修正した。 

 今後の備品管理について、備品である

ものに対し、備品番号を記載したシール

の貼付を徹底し、備品であることを明確

にすることで、廃棄、異動等の際に必要

な手続きを失念することの無いように

した。また、定期的（年に一度）に、備

品台帳と現状の確認を実施することと

した。 

３ 建築物耐震化促進事業費補助金 

 耐震診断の評点を効果測定の指標とし

ているが、指標が適切でなく適切な効果測

定が行われていないと考えられる。 

所管課によれば耐震化率は補助事業の指

標として適当でないとのことであり、補助

事業による耐震化の進捗度合いを測る新

たな指標が必要であり、その指標に基づい

た効果測定が必要と考えられる。その際、

木造住宅はある程度耐震化が進んでいる

一方で共同住宅や大規模建築物の耐震化

はあまり進んでいないということならば、

その課題をもとに新たな指標を検討、設定

すべきと考える。 

木造住宅については、やりつくしたところ

があるとのことであるならば、定量的に測

定しその事実を把握すべきである。一方、

 これまで補助金支給の個々の審査に

おいては、申請が経済的、効率的かつ効

果的なものであることを確認するため、

耐震診断の評点（「木造住宅の耐震診断

と補強工法」の一般診断法または精密診

断法による）を基に必要な耐震強度を前

提とした適正な工法の選定、補強壁の配

置や補助対象外の改修工事の有無など

を確認してきた。 

 しかしながら、監査委員指摘のとおり

当該補助事業の進捗状況を把握するた

めには、効果測定の指標を耐震化率とす

ることが最も適切であるとの判断に至

ったことから、改める。 

 



共同住宅や大規模建築物の状況について

は、それらの建物の耐震化の進捗度合いを

測ることができる指標を設定し、補助事業

の効果を測定していく必要があると考え

る。（建築指導課） 

 


